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日
本
国
内
に
住
む
す
べ
て
の
方
は
、
20
歳
に
な
っ
た
時
か
ら
国
民
年
金
の
被
保
険
者
と
な
り
、
保

険
料
の
納
付
が
義
務
付
け
ら
れ
て
い
ま
す
が
、
学
生
に
つ
い
て
は
、
申
請
に
よ
り
在
学
中
の
保
険
料

の
納
付
が
猶
予
さ
れ
る
「
学
生
納
付
特
例
制
度
」
が
設
け
ら
れ
て
い
ま
す
。

令
和
５
年
４
月
か
ら
年
金
制
度
が
改
正
さ
れ
ま
す
問合せ先

帯
広
年
金
事
務
所
（
帯
広
市
西
１
条
南
１
丁
目
）

☎
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１
５
５
‐
２
５
‐
８
１
１
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役
場
住
民
課
戸
籍
年
金
係
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５
７
４
‐
２
２
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令
和
４
年
４
月
か
ら
老
齢
年
金
の
繰
下
げ

受
給
の
上
限
年
齢
が
、
70
歳
か
ら
75
歳
に
引

き
上
げ
ら
れ
、
年
金
の
需
給
開
始
時
期
を
75

歳
ま
で
自
由
に
選
択
で
き
る
よ
う
に
な
り
ま

し
た
。

　

こ
れ
を
踏
ま
え
、
令
和
５
年
４
月
か
ら
70

歳
以
降
も
安
心
し
て
繰
下
げ
待
機
を
選
択
す

る
こ
と
が
で
き
る
よ
う
に
制
度
改
正
が
行
わ

れ
ま
し
た
。

　

70
歳
歳
到
達
後
に
繰
下
げ
申
出
を
せ
ず

に
、
さ
か
の
ぼ
っ
て
年
金
を
受
け
取
る
こ
と

を
選
択
し
た
場
合
で
も
、
請
求
の
５
年
前
の

日
に
繰
下
げ
申
出
し
た
も
の
と
み
な
し
、
増

額
さ
れ
た
年
金
の
５
年
間
分
を
一
括
し
て
受

け
取
る
こ
と
が
で
き
る
よ
う
に
な
り
ま
す
。

　

こ
れ
を
「
特
例
的
な
繰
下
げ
み
な
し
増
額

制
度
」
と
い
い
ま
す
。

対
象
者

▽
昭
和
27
年
４
月
２
日
以
降
生
ま
れ
の
方

（
令
和
５
年
３
月
31
日
時
点
で
71
歳
未
満

の
方
）

▽
老
齢
基
礎
・
老
齢
厚
生
年
金
の
受
給
権
を

取
得
し
た
日
が
平
成
29
年
４
月
１
日
以
降

の
方
（
令
和
５
年
３
月
31
日
時
点
で
老
齢

基
礎
・
老
齢
厚
生
年
金
の
受
給
権
を
取
得

し
た
日
か
ら
起
算
し
て
６
年
を
経
過
し
て

い
な
い
方
）

「
特
例
的
な
繰
下
げ
み
な
し
増
額
制
度
」
が
開
始
さ
れ
ま
す

対
象
者

　

大
学
（
大
学
院
）、短
期
大
学
、高
等
学
校
、

高
等
専
門
学
校
、
特
別
支
援
学
校
、
専
修
学

校
お
よ
び
各
種
学
校
な
ど
に
在
学
す
る
方
で

夜
間
・
定
時
制
課
程
や
通
信
課
程
の
方
を
含

む
。

　

学
生
納
付
特
例
を
受
け
よ
う
と
す
る
年
度

の
前
年
の
所
得
が
一
定
以
下
の
方
。た
だ
し
、

家
族
の
方
の
所
得
の
多
少
は
問
い
ま
せ
ん
。

申
請
方
法

●
申
請
書
に
よ
る
申
請

　

住
民
登
録
地
の
国
民
年
金
担
当
窓
口
、
ま

た
は
お
近
く
の
年
金
事
務
所
へ
提
出
し
て
く

だ
さ
い
。

※
申
請
書
は
市
町
村
窓
口
ま
た
は
、
年
金
事

務
所
、
日
本
年
金
機
構
ホ
ー
ム
ペ
ー
ジ
か

ら
入
手
で
き
ま
す
。

※
在
学
期
間
が
確
認
で
き
る
学
生
証
の
写

し
、
ま
た
は
在
学
証
明
書
を
添
付
し
て
く

だ
さ
い
。

●
電
子
申
請

①
マ
イ
ナ
ン
バ
ー
カ
ー
ド
を
使
用
し
て
マ
イ

ナ
ポ
ー
タ
ル
へ
ア
ク
セ
ス

②
マ
イ
ナ
ポ
ー
タ
ル
の
ト
ッ
プ
画
面
の
「
年

金
の
手
続
き
を
す
る
」
を
選
択
し
、
ロ
グ

イ
ン

③
案
内
に
従
い
必
要
事
項
を
入
力

※
在
学
期
間
が
確
認
で
き
る
学
生
証
の
画

像
、
ま
た
は
在
学
証
明
書
の
画
像
を
ア
ッ

プ
ロ
ー
ド
す
る
必
要
が
あ
り
ま
す
。

承
認
期
間

　

４
月
か
ら
翌
年
３
月
ま
で
の
１
年
間
。
引

き
続
き
学
生
納
付
特
例
制
度
を
利
用
す
る
場

合
は
、
毎
年
度
の
申
請
が
必
要
で
す
。

保
険
料
の
追
納

学
生
納
付
特
例
の
承
認
を
受
け
た
期
間
は
、

10
年
以
内
で
あ
れ
ば
保
険
料
を
さ
か
の
ぼ
っ

て
納
め
る
こ
と
（
追
納
）
が
で
き
ま
す
。
将

来
受
け
取
る
年
金
額
を
増
額
す
る
た
め
に

も
、
追
納
す
る
こ
と
を
お
す
す
め
し
ま
す
。

※
学
生
納
付
特
例
の
承
認
を
受
け
た
期
間
の

翌
年
度
か
ら
起
算
し
て
、
３
年
度
目
以
降
に

保
険
料
を
追
納
す
る
場
合
に
は
、
承
認
を
受

け
た
当
時
の
保
険
料
額
に
経
過
期
間
に
応
じ

た
加
算
額
が
上
乗
せ
さ
れ
ま
す
。

問合せ先

役
場
福
祉
課
保
険
係　
　

☎
５
７
４
‐
２
２
１
４

役
場
住
民
課
住
民
税
係　

☎
５
７
４
‐
２
２
１
３

国
民
健
康
保
険
税
の
税
率
改
正
の
お
知
ら
せ

資
産
割
廃
止
と
税
率
改
正

なぜ、国保税率を改正？
　北海道は、令和 12年度に道内のどこに住んでも同じ所得、年齢、世帯構成であれば同じ保
険料（税）となる「統一保険料（税）」とする基本方針を定めており、現在、各市町村で異なっ
ている賦課方式および税率が道内統一となります。
　本町はその方針を受けて、令和 5年度の国民健康保険税率等の改正をします。
◆賦課方式統一のため、現在の 4方式から「資産割」を廃止し、3方式とします。
◆北海道が示す豊頃町の課税総額と実際の課税総額との差が大きいため、国民健康保険会計
は積立基金取崩により賄ってきましたが、健全運営を図るため税率の改正をします。
◆「統一保険料（税）」に移行時の急激な税負担を避けるため、段階的な税率改正を進めてい
きます。

令和 4年度 令和 5年度 令和 12年度
4方式 3方式 3方式

所得割
（国保加入者の所得に応じて計算）

所得割

均等割

平等割

統
一
保
険
料
（
税
）
に

向
け
て
段
階
的
に

税
率
改
正

統
一
保
険
料
（
税
）

道
内
ど
こ
で
も
同
じ
税
額

資産割
（固定資産税に応じて計算） 廃止

均等割
（国保加入者１人あたりの金額）

平等割
（1世帯あたりの金額）

令和 5年度の税率　令和５年度の国民健康保健税納入通知書は、6が中旬に送付します。

医療分 後期高齢者支援金等分 介護納付金分

所得割 資産割 均等割 平等割 所得割 資産割 均等割 平等割 所得割 資産割 均等割 平等割

現
行 5.0% 20.0% 27,000 円 30,000 円 1.2% 10.0% 7,000 円 8,000 円 0.7％ 4.0% 7,500 円 9,000 円

改
正
後

5.9 廃止 27,000 円 28,500 円 1.5 廃止 7,200 円 8,000 円 1.0 廃止 8,000 円 7,000 円

比
較 +0.9 皆減 − △ 1,500 +0.3 皆減 +200 − +0.3 皆減 +500 △ 2,000

税率改正に伴う各期の納付負担額（増）軽減のため、納期を1期追加し全 8期とします

納期　6月から 12月までの全 7期　　　　＞＞＞＞　　　　納期　6月から翌年 1月までの 全 8期

モ
デ
ル
世
帯
の

国
保
税
試
算

２人世帯 70歳代
所得０円

（年金収入 80万円）
資産税０円

2人世帯 70歳代
所得 90万円

（年金収入200万円）
資産税 3万円

1人世帯 60歳
所得 200万円

（給与収入310万円）
資産税０円

3人世帯
50歳代 2人
20歳代 1人
所得 1200 万円
（農業所得等）
資産税 10万円

4人世帯
40歳代 2人
未就学 2人
所得 300万円

（給与収入450万円）
資産税０円

現行税率
① 31,800 円 91,140 円 196,830 円 902,500 円 341,330 円

改正後
② 31,470 円 87,230 円 217,580 円 944,650 円 377,980 円

比較
②−① △ 330円 △ 3,910 円 ＋ 20,750 円 ＋ 42,150 円 ＋ 36,650 円
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